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ネット上の記事表⽰サービス 欧州で著作権問題浮上 ⽇本経済新聞 2015年1⽉26⽇ 2015年1⽉
The International Comparative Legal Guide to: Gambling 2015 (General Chapter） Global Legal Group Ltd 2014年12⽉
ビッグデータの収集、調査、分析と活⽤事例 技術情報協会 2014年11⽉
⽇経おとなのOFFムック おとなのマナー完璧講座 新装版 ⽇経BP社 2014年11⽉
個⼈情報保護法の“改正”へ、5⽉に事務局案、議論重ねたSuicaデータ販売再開は延期に ⽇経BigData 2014年4⽉10⽇号 2014年4⽉
パーソナルデータ保護法制が企業に与える影響 いま何が議論されているのか ビジネスロー・ジャーナル 2014年5⽉号 2014年3⽉
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ビッグデータ・マネジメント ―データサイエンティストの養成に役⽴つデータの利活⽤の基盤技術から事例まで― 株式会社エ
ヌ・ティー・エス

2014年3⽉

検索の中⽴性 議論に拍⾞ - グーグル、関連語表⽰ ⼆審は勝訴 ⽇本経済新聞 2014年2⽉3⽇ 2014年2⽉
データは誰のものか（下） 国境越えた保護に限界 ⽇本経済新聞 2013年12⽉24⽇ 2013年12⽉
Getting the Deal Through – Outsourcing 2014 (Japan Chapter) Law Business Research 2013年12⽉
ビッグデータと知的財産〜プライバシーよりも根が深い問題の所在とは〜 IPマネジメントレビュー11号 2013年12⽉
Does your mobile game app infringe copyright? Recent decisions in the US and Japan Intellectual Property and Entertainment

Law (Newsletter of the IBA Legal Practice Division)

2013年9⽉

シンガポールや中国など 個⼈情報の保護強化 ⽇本経済新聞 2013年8⽉26⽇ 2013年8⽉
ソーシャルメディアリスクに追われる⾦融機関 銀⾏法務21 No.761（2013年8⽉号） 2013年8⽉
＜検証・ネット選挙＞（下） ［ＩＴ業界］ 思惑外れ、今後に期待 不明確な指針も⾜かせ 秋⽥魁新報 2013年7⽉26⽇ 2013年7⽉
Japan: Extraterritorial Regulation Survey 2013 IFLR 2013年7⽉
ネット選挙ビジネス ＩＴのノウハウ⽣かせず 四国新聞 2013年7⽉13⽇ 2013年7⽉
ビッグデータ総覧2013 ⽇経BP ビッグデータ・プロジェクト 2013年7⽉
企業とルール ネット時代のジレンマ（下）「炎上」対策⼿探り続く ⽇本経済新聞 2013年6⽉23⽇ 2013年6⽉
サイバー防衛 ⾃由か安全か ⽇本経済新聞 2013年5⽉22⽇ 2013年5⽉
顔認証の⾃販機・看板、個⼈情報への配慮課題 「許可なく撮影」肖像権侵害も ⽇本経済新聞 2013年4⽉1⽇ 2013年4⽉
ビッグデータ利⽤上の法的リスクの回避ポイント 旬刊経理情報 No.1345（2013年4⽉20⽇号） 2013年4⽉
ネット個⼈情報 欧⽶対⽴ ⽇本経済新聞 2013年3⽉4⽇ 2013年3⽉
天国に持って⾏けないSNSをどうするか ⽇本経済新聞 2013年2⽉21⽇ 2013年2⽉
プライバシー保護課題 ビッグデータ取引指針作り急務に ⽇本経済新聞 2013年1⽉30⽇ 2013年1⽉
携帯電話＆モバイルの新作法（下） ⽇本経済新聞電⼦版 2012年11⽉16⽇ 2012年11⽉
携帯電話＆モバイルの新作法（上） ⽇本経済新聞電⼦版 2012年11⽉9⽇ 2012年11⽉
第2特集 プライバシー情報の利⽤可否をどう判断するか「ビッグデータ活⽤とプラ イバシー保護の調和」 ビジネスロー・
ジャーナル 2012年10⽉号

2012年10⽉

携帯電話＆モバイル新作法 ⽇経おとなのOFF 2012年9⽉号 2012年9⽉
「同意」百景：病院とスキー場とビッグデータの意外な共通点（Asahi Judiciary「企業法務の窓辺」第36回） 朝⽇新聞（ウェ
ブサイト）2012年8⽉27⽇

2012年8⽉

特集〜分野別・対象別に提案 法務研修プログラム〜情報管理 ビジネスロー・ジャーナル 2012年7⽉号 2012年7⽉
Facebook上でのトラブル事例〜従業員による不適切発⾔・企業による従業員調査〜 ビジネス法務 2012年8⽉号 2012年6⽉
ソーシャルメディア・ポリシーの策定・運⽤上の留意点 NBL No.979（2012年6⽉15⽇号） 2012年6⽉
3Dデジタルと知的財産 第2回 バーチャルプロパティ論 NBL（電⼦書籍化） 2012年6⽉
Multi-Jurisdictional Guide 2011/12 - Doing Business in... (Japan Chapter) 2012年5⽉
ある⽇突然「犯罪者」に…グーグル検索は利器か凶器か ⽇本経済新聞電⼦版 2012年4⽉23⽇ 2012年4⽉
The Supreme Court of Japan finds the developer of the file-sharing software "Winny"not criminally liable AIPPI Journal (March

2012)

2012年3⽉

命名権（ネーミングライツ）「広告宣伝から社会貢献へ」 ⽇経ビジネス 2011年12⽉12⽇号 2011年12⽉
Multi-Jurisdictional Guide 2011/12 - Media (Japan Chapter) 2011年10⽉
３Dデジタル知的財産 第2回 バーチャルプロパティ論 NBL No.963（2011年10⽉15⽇号）） 2011年10⽉
ネットワークの中⽴性からオープン・インターネットへ−⽶国FCC新規則を中⼼に− 情報ネットワーク・ローレビュー 第10巻
（2011年8⽉）

2011年8⽉

Real World Excessive Regulations Might Kill Economic Transactions in Virtual Worlds Journal of Internet Law  (Vol. 14, No. 12,

June 2011)

2011年6⽉

特集 〜ソーシャルメディアポリシー策定のポイント〜理解不⾜がトラブルを⽣む 積極活⽤の前に必要な、リスクへの意識 宣
伝会議 No.813（2011年5⽉15⽇号）

2011年5⽉

Net Neutrality in Japan IBA Communications Law, Volume 18, Issue 1, May 2011 2011年5⽉
The Liability of Service Providers for Copyright Infringement: An Overview of Recent Supreme Court Copyright Decisions Focusing on

the Cases of Maneki TV and Rokuraku II AIPPI Journal (May 2011)

2011年5⽉
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ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）を中⼼とするソーシャルメディア（Twitter, Facebook等）を企業が利⽤する際
の留意点 NBL No.948（2011年3⽉1⽇号）

2011年3⽉

企業法務の焦点24 クラウド・コンピューティング ⽇刊⼯業新聞 2010年10⽉18⽇ 2010年10⽉
Regulations on Economic Transactions in Virtual Worlds The SciTech Lawyer, Vol. 7, No. 2, Fall 2010 (Virtual Law, Part 2: Into the

Rabbit Hole)

2010年10⽉

Fair use under discussion Managing Intellectual Property (July/August 2010) 2010年8⽉
バーチャルワールド（仮想世界・仮想空間）における法的問題点＜３＞・完−各論Ⅱ 経済取引機能・コミュニケーション機能が招
く法的問題点 NBL No.930（2010年6⽉1⽇号）

2010年6⽉

バーチャルワールド（仮想世界・仮想空間）における法的問題点＜２＞−各論Ⅰ〜知的財産権〜アバターや3D空間であるがゆえに⽣
じる問題〜 NBL No.928（2010年5⽉1⽇号）

2010年5⽉

バーチャルワールド（仮想世界・仮想空間）における法的問題点＜１＞−総論〜アバターや３D空間がどう影響するか〜 NBL

No.926（2010年4⽉1⽇号）
2010年4⽉

Court acquits P2P software developer Managing Intellectual Property (Issue 195, December 2009/January 2010) 2010年1⽉
Is Japan Ready to Welcome the Virtual World Age? Second Life’s Bubble Bursts as a Business Tool in Japan Computer & Internet

Lawyer (Vol. 26, No. 11, November 2009)

2009年11⽉

『⽇本版』フェアユース導⼊はどうあるべきか。情報技術関係者は権利制限規定の⽴法動向に注⽬すべし ⽉刊ザ・ローヤーズ
2009年4⽉号

2009年4⽉

『為替取引』再考（下） ⾦融法務事情 No.1831（2008年4⽉5⽇号） 2008年4⽉
『為替取引』再考（上） ⾦融法務事情 No.1830（2008年3⽉25⽇号） 2008年3⽉
仮想世界（ヴァーチャルワールド）内の著作権侵害への対応 ⽉刊ザ･ローヤーズ 2008年3⽉号 2008年3⽉
Electronic Business: Concepts, Methodologies, Tools, and Applications Information Science Reference 2008年1⽉
Anti-money Laundering: International Law and Practice (Japan Chapter) John Wiley & Sons Ltd. 2007年5⽉
オンラインゲーム⼤会が『ギャンブル』で摘発される可能性 ITmedia Biz.ID (ウェブサイト） 2007年3⽉16⽇ 2007年3⽉
オープンソースとソースコードの公開をめぐる若⼲の問題 知財管理 Vol. 57 No. 3 (No. 675) 2007年3⽉号 2007年3⽉
『Second Life』でゲーム内通貨を⽶ドルに換⾦――出資法に抵触する？ ITmedia Biz.ID (ウェブサイト） 2007年2⽉16⽇ 2007年2⽉
特集 貸⾦業規制法制の改正が⾦融実務に与える影響貸⾦業規制法の改正と⾦融実務─シンジケート・ローン実務に与える影響を中
⼼として 銀⾏法務21 No.669（2007年1⽉号）

2007年1⽉

RMTは合法ビジネスになるのか？ ITmedia Biz.ID (ウェブサイト） 2007年1⽉26⽇ 2007年1⽉
分散型ファイル交換ソフト提供事業者の著作権侵害責任を巡る連邦最⾼裁判決（Grokster事件） 知財管理Vol.56, No.1 2006年 2006年2⽉
Japanese P2P file-sharing service infringes music copyrights, Tokyo High Court affirms Entertainment Law Reporter Vol.27, No.6

2006年
2006年1⽉

Karaoke Doctrine: Extension of Liability in Japanese Copyright Infringement Cases ASIA PACIFIC FORUM NEWS Vol.13, No.1

2005年
2005年10⽉

新会社法の読み⽅-条⽂からみる新しい会社制度の要点- 社団法⼈⾦融財政事情研究会 2005年8⽉
分散型ファイル共有ソフト提供事業者の著作権侵害責任を否定した⽶国判決（Grokster/StreamCast Networks事件） ⽇本国際
知的財産保護協会⽉報 (AIPPI・JAPAN) Vol.48, No.7

2003年7⽉

GDPR対応の最新実務とAI規制を含むEUの最新データ保護法制［2023年版］〜施⾏５年：顕在化した⽇本企業にとってのリスク〜
（主催）株式会社商事法務

2023年11⽉9⽇

AMTメタバース⽀店 ワールド制作者法律相談会 第2回 （主催）アンダーソン・⽑利・友常 法律事務所 外国法共同事業 2023年11⽉9⽇
AMTメタバース⽀店 ワールド制作者法律相談会 第1回 （主催）アンダーソン・⽑利・友常 法律事務所 外国法共同事業 2023年10⽉30⽇
⽣成AI活⽤事業者が留意すべき法的論点について （主催）⽇本デジタルヘルス・アライアンス（JaDHA） 2023年10⽉23⽇
２時間で押さえるメタバースの活⽤法と法的留意点〜基本から新たなビジネスチャンスをつくるまで〜 （主催）株式会社商事
法務

2023年10⽉4⽇

ChatGPTと企業法務 〜⽣成系AI・対話型AIとどう向き合うか〜（補⾜解説追加版） （主催）株式会社商事法務 2023年10⽉2⽇
IP related to Metaverse & AI and Avatar issues （主催）The International Bar Association 2023年9⽉7⽇
ChatGPTと企業法務 〜⽣成系AI・対話型AIとどう向き合うか〜 （主催）株式会社商事法務 2023年7⽉14⽇
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デジタル空間と知財を巡る問題 （主催）⽇本デジタル空間経済連盟 2023年7⽉12⽇
メタバースにおけるセキュリティ、プライバシー保護 （主催）⼀般社団法⼈⽇本DPO協会 2023年6⽉29⽇
メタバース法務と想定される課題 −改正法の施⾏に向けて対応すべきこと− （主催）株式会社 FNコミュニケーションズ 2023年3⽉7⽇
AMTメタバース⽀店クリエイターズサロン 第3回 アバター制作（後編） （主催）アンダーソン・⽑利・友常 法律事務所 外国法
共同事業

2023年3⽉6⽇

AMTメタバース⽀店クリエイターズサロン 第3回 アバター制作（前編） （主催）アンダーソン・⽑利・友常 法律事務所 外国法
共同事業

2023年2⽉27⽇

AMTメタバース⽀店クリエイターズサロン 第1回 ワールド制作（後編） （主催）アンダーソン・⽑利・友常 法律事務所 外国法
共同事業

2023年2⽉6⽇

AMTメタバース⽀店クリエイターズサロン 第1回 ワールド制作（中編） （主催）アンダーソン・⽑利・友常 法律事務所 外国法
共同事業

2023年1⽉31⽇

AMTメタバース⽀店クリエイターズサロン 第1回 ワールド制作（前編） （主催）アンダーソン・⽑利・友常 法律事務所 外国法
共同事業

2023年1⽉26⽇

AI OU: how AI and machine learning are transforming everyday lives （主催）The International Bar Association 2023年1⽉24⽇
改正個⼈情報保護法ウェビナー応⽤編∕⽇本企業が留意すべき外国の個⼈情報保護法制(1) –EU(GDPR) （共催）アララ株式会社
∕株式会社東京海上⽇動パートナーズTOKIO

2023年1⽉11⽇

メタバース・ビジネスの最新動向と実務における法的課題 〜⾦融規制・経済取引を中⼼に〜 （主催）株式会社セミナーイン
フォ

2022年11⽉9⽇

事務所主催セミナー「AMTメタバース⽀店第1回」開催レポート （主催）アンダーソン・⽑利・友常 法律事務所 外国法共同事
業

2022年11⽉8⽇

What does the Metaverse mean for e-commerce? （主催）The International Bar Association 2022年5⽉5⽇
個⼈情報保護規制のグローバルな状況と規制対応の最新実務 （主催）株式会社商事法務 2022年3⽉7⽇
⻑野県経営⼤学講演会シリーズ 中国・⾹港・台湾の個⼈情報保護規制の直近動向とGDPR対応のポイント （主催）⼀般社団法⼈
⻑野県経営者協会

2022年3⽉1⽇

中国⼤陸の個⼈情報保護規制の概要と直近動向 （主催）⾹港商⼯会議所 2021年11⽉22⽇
GDPR対応の最新実務［2021年版］〜改訂SCCへの対応と執⾏事例，最新ガイドライン，権利⾏使対応等を踏まえて〜 （主催）
株式会社商事法務

2021年11⽉9⽇

グレーターチャイナセミナー第10回「⽐較法的観点からみた中国・⾹港・台湾の個⼈情報保護規制の直近動向」 （主催）アン
ダーソン・⽑利・友常法律事務所

2021年10⽉21⽇

Evolving Roles and Regulatory Oversight of Internet Intermediaries （主催）TechLaw.Fest 2021年9⽉23⽇
2021年版―医薬・ヘルスケア分野におけるデータ保護・活⽤のあり⽅〜個⼈情報、AIガバナンス、セキュリティを俯瞰して〜
（主催）株式会社セミナーインフォ

2021年9⽉10⽇

⽇本企業を狙うランサムウェアとサイバー脅威 コロナ禍後のサイバー危機 （主催）⽇本サイバーディフェンス株式会社 2021年7⽉20⽇
エンタテインメント・ローヤーズ・ネットワーク 第１８回シンポジウム「ライブエンタテインメントとＤＸ対応 〜観客参加と権利
処理の課題〜」 （主催）エンタテインメント・ローヤーズ・ネットワーク

2021年5⽉29⽇

第81回 東京⼤学著作権法等研究会 新たなカタチのコンテンツと知財 〜ＮＦＴアートとＸＲ（ＡＲ、ＶＲ）〜 （主催）東京⼤学
法学部著作権法等奨学研究会

2021年4⽉28⽇

Fangda Global Data Protection RoundTable Webinar Series - Japan （主催）Fangda Partners 2021年3⽉30⽇
第 4519 回 医薬・ヘルスケア分野におけるデータ・ルール激変への対応策〜個⼈情報、セキュリティ、PHR、CRO、アプリを俯瞰
して〜 （主催）⾦融ファクシミリ新聞社

2021年3⽉11⽇

ソフトウェアライセンス取引におけるトラブル防⽌策 （主催）レクシスネクシス・ジャパン株式会社 2019年12⽉18⽇
GDPR対応の最新実務〜執⾏事例，最新ガイドライン,権利⾏使への対応等を踏まえて〜 （主催）株式会社商事法務 2019年10⽉25⽇
Gaming and cryptocurrencies: is gaming the best way to test cryptocurrencies in a digital economy? （主催）IBA 2019年9⽉24⽇
TPPをいかにビジネスに活⽤するか - TPPコンメンタール刊⾏記念 （主催）アンダーソン・⽑利・友常法律事務所 2019年9⽉9⽇
プライバシー情報だけに限定されない、欧州の新ルールeプライバシー規則（クッキー法） −GDPRに続く新たな難題「ダイレクト
マーケティング規制」を交え− （主催）株式会社FNコミュニケーションズ

2019年3⽉28⽇

サイバーセキュリティ⼤国イスラエルと⽇本の現状と課題 （主催）アンダーソン・⽑利・友常法律事務所 2019年2⽉6⽇
【今から始める】ＧＤＰＲの今後のリスクを⾒据えた実務対応〜確実に対応すべき事項、運⽤上の留意点〜 （主催）株式会社
新社会システム総合研究所

2018年11⽉28⽇
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「AI・データ契約ガイドライン」の着⽬すべき勘所と契約実務への反映 （主催）JPI⽇本計画研究所 2018年11⽉19⽇
プライバシー情報だけに限定されない、欧州の新ルールeプライバシー規則（クッキー法）−GDPRに続く新たな難題「ダイレクト
マーケティング規制」を交え− （主催）⾦融ファクシミリ新聞社

2018年10⽉31⽇

GDPR対応にあたっての運⽤課題〜現時点で講じておくべき管理体制のポイント （主催）株式会社商事法務 2018年9⽉19⽇
役員賠償責任保険セミナー ⾼まるサイバーリスクと役員責任〜サイバーセキュリティ経営の実践のために〜 （主催）AIG損害保
険株式会社

2018年6⽉12⽇

AI・ビッグデータ×ヘルスケア戦略と法務〜2020年に向けた政府の動き∕データ活⽤の課題と対応策〜 （主催）株式会社 新社
会システム総合研究所

2018年4⽉18⽇

AI・ビッグデータ・IoT活⽤ビジネスにおける法的課題と知財保護戦略 （主催）株式会社FNコミュニケーションズ 2018年4⽉9⽇
「サイバーセキュリティに関する“法と実務” 〜⽇本及び中国の最新情報を現場に⽣かす〜」 （共催）アンダーソン・⽑利・友
常法律事務所、新⽇本有限責任監査法⼈ FIDS（不正対策・係争サポート）

2018年2⽉15⽇

「EUの⼀般データ保護規則」（GDPR）の実施に向けて ⽇本企業がなすべきこと−施⾏後半年を経過した改正個⼈情報保護法と世
界的なデータローカライゼーションの潮流を踏まえ− （主催）FNコミュニケーションズ

2017年11⽉13⽇

改正個⼈情報保護法とGDPR対応−2018年5⽉にむけて（上）（下） （主催）アンダーソン・⽑利・友常法律事務所 2017年11⽉9⽇
ＥＵデータ保護の新ルール「⼀般データ保護規則」（ＧＤＰＲ）が公表 〜⽇本企業が２０１８年５⽉２５⽇までにすべきこと〜
（主催）⾦融財務研究会

2017年9⽉4⽇

医薬品企業法務研究会 8⽉度法務実務講座「改正個⼈情報保護法と 医薬品業界への影響」 （主催）医薬品企業法務研究会 2017年8⽉23⽇
GDPRと世界的なデータローカライゼーションの潮流 （主催）アンダーソン・⽑利・友常法律事務所 2017年8⽉9⽇、10⽇
改正法対応のパーソナルデータ活⽤ （主催）⽇経BP社 2017年7⽉28⽇
"How to Comply with Japan’s New Data Protection Regulations" IAPP Asia Privacy Forum 2017年7⽉25⽇
2017年度 (第40回) ⽇本ライセンス協会年次⼤会、法務研究会第2回「AI（⼈⼯知能）を活⽤した、ヘルスケア等のビジネスに関す
る知的財産の問題」 （主催）⽇本ライセンス協会

2017年7⽉15⽇

平成２９年度 法務研究部会第２回「営業秘密の流出を未然に防ぐ情報管理のポイント」 （主催）⼀般社団法⼈⽇本クレジット
協会

2017年7⽉7⽇

5⽉施⾏に備える！緊急開催 徹底解説！「改正法対応のパーソナルデータ活⽤」講座 （主催）⽇経BP社 2017年4⽉18⽇
事業者の個⼈情報安全管理措置の⾒直し・検証のポイント （主催）⼀般社団法⼈⽇本クレジット協会 2017年2⽉24⽇
「EUの⼀般データ保護規則」(GDPR)の採択によるわが国企業の欧州向けビジネスの実務上の留意点−わが国の改正個⼈情報保護法
との⽐較を交え− （主催）FNコミュニケーションズ

2017年2⽉6⽇

EU⼀般データ保護規則(GDPR)と⽇本の改正個⼈情報保護法〜世界の個⼈情報保護の潮流、今、⽇本企業が迫られている変化とは〜
（主催）株式会社セミナーインフォ

2016年12⽉6⽇

ＥＵデータ保護の新ルール「⼀般データ保護規則」（ＧＤＰＲ）が公表 〜⽇本企業が２０１８年５⽉２５⽇までにすべきこと〜
（主催）⾦融財務研究会

2016年7⽉22⽇、8⽉22⽇、
10⽉31⽇、2017年1⽉25

⽇、4⽉17⽇
Japanese Privacy and Data Protection Law （主催）Privacy + Security Forum 2016年10⽉24⽇〜26⽇
企業内部情報の漏えいリスクとその対応ポイント（第1部）特定個⼈情報の漏えい時のリスクとその対応ポイント （主催）⼀般
社団法⼈ 企業研究会

2016年4⽉19⽇

改正個⼈情報保護法・マイナンバー法への実務対応 （主催）芝浦通信ナレッジ・コミュニティー経営研究セミナー 2015年11⽉26⽇
平成27年度 第6回ガバナンス研究会セミナー 企業のIT・セキュリティリスクを⾒直す ソーシャルメディア、BYOD、サイバーセ
キュリティの最新動向を探る 〜データフォレンジックと社内調査まで〜 （主催）⻑野県経営者協会

2015年11⽉20⽇

マイナンバー制度本格運⽤開始に伴う直前チェックと活⽤のポイント 〜Fintech時代に⾦融機関の「しなければならないこと」と
「できること」と「すべきこと」〜 （主催）株式会社セミナーインフォ

2015年10⽉30⽇

"Drones – above the law (or lawyers droning on)" IBA Annual Conference Vienna 2015 2015年10⽉7⽇
Around the tables – breakfast and a taste of hot topics in the Intellectual Property, Communications and Technology Section IBA

Annual Conference Vienna 2015

2015年10⽉5⽇

個⼈情報保護法改正 −何が明らかになり、何が明らかになっていないのか− ＜パーソナルデータ活⽤ビジネスの留意事項とグ
ローバル規制への対応＞ （主催）⾦融財務研究会

2015年9⽉14⽇

IAPP（International Association of Privacy Professionals）（⽴ち上げイベント） 2015年7⽉15⽇
未成年者のネット上の違法⾏為の実態 （主催）デジタルアーツ主催利⽤実態調査 2015年7⽉6⽇
AIPPI第143回判例研究会事例：東京地判平成26年7⽉30⽇（平成25年（ワ）28434号）銀座櫻⾵堂事件 規約⽂⾔の著作物性を肯
定し、ウェブサイト上の使⽤の差し⽌めを認めた判決について検討する。 （主催）AIPPI

2015年5⽉27⽇
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パーソナルデータセミナー 個⼈情報保護法の改正をふまえたパーソナルデータの取り扱いと注意点 （主催）技術情報協会 2015年3⽉30⽇
（法務実務講座）法務担当者が知っておきたい情報管理 〜個⼈情報保護法制、ソーシャルメディア等〜 （主催）医薬品企業
法務研究会

2015年3⽉18⽇

個⼈情報・プライバシー保護ガイドラインの策定に向けて検討すべき事項 〜迫る個⼈情報保護法改正とデータ・エクスチェンジ
を含むビッグデータ・ビジネスへの影響〜 （主催）データエクスチェンジコンソーシアム

2014年12⽉20⽇

特別会員向け第６回特別セミナー ビッグデータ活⽤における実務上の留意事項としての個⼈情報保護やセキュリティの観点
（主催）⾦沢⼤学先端科学・イノベーション推進機構協⼒会

2014年12⽉17⽇

ビッグデータ・ビジネスと個⼈情報保護法改正〜迫る法改正とパーソナルデータ活⽤への影響〜 （主催）芝浦通信セミナー 2014年12⽉8⽇
個⼈情報保護法改正とデータエクスチェンジ （主催）データエクスチェンジコンソーシアム 2014年8⽉22⽇
データ活⽤における個⼈情報保護・セキュリティ保持のディフェンス要素を学ぶ （主催）芝浦通信セミナー 2014年8⽉7⽇
パーソナルデータのビジネス活⽤に伴う法的リスクと実務上の課題〜2015年1⽉の個⼈情報保護法改正を⾒据えて取るべき企業戦
略〜 （主催）⾦融財務研究会

2014年7⽉14⽇

ビッグデータ活⽤シナリオで留意すべき法的リスクと最新の法制動向 （主催）⽇本組織内弁護⼠協会（JILA）第3部会研究会 2013年12⽉6⽇
⾦融機関におけるソーシャルメディアのリスクと事前予防策 （主催）⼀般社団法⼈全国信⽤⾦庫協会 2013年11⽉22⽇
著作権法における⼿⾜論 （主催）早稲⽥⼤学知的財産法研究センター 2013年11⽉16⽇
グローバル企業における個⼈情報活⽤の現状と法的リスク （主催）株式会社プロネクサス 2013年10⽉16⽇
「炎上」問題だけではない！ソーシャルメディア濫⽤による企業へのダメージ−従業員の教育研修・労務管理等のご担当者を主な
対象に− （主催）FNコミュニケーションズ

2013年10⽉10⽇

ソーシャルメディアの荒波を乗り越えるには 2013年9⽉20⽇、2013年12

⽉9⽇
ビッグデータをビジネスで活⽤する際の法的リスクと対応策 （主催）FNコミュニケーションズ 2013年9⽉9⽇
データ活⽤における個⼈情報保護・セキュリティ保持のディフェンス要素を学ぶ （主催）⽇経BPビッグデータ・プロジェクト 2013年9⽉6⽇、2013年10⽉

23⽇
⾦融機関におけるソーシャルメディアのリスクと事前予防策 （主催）CMC 2013年8⽉27⽇
公職選挙法改正 〜国内初のインターネット選挙運動を振り返る〜ソーシャルメディア時代の課題とは〜 （主催）グローバルビ
ジネス学会

2013年8⽉19⽇

SNSによる不祥事を防⽌するために知っておきたい従業員への教育とは （主催）労働開発研究会 2013年8⽉8⽇
医学分野ビッグデータの利活⽤に関するワークショップ−欧州事例に学ぶ⽇本の医学分野ビッグデータ利⽤の課題と対策−
（主催）科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency）

2013年7⽉6⽇

改正個⼈情報保護法・マイナンバー法への実務対応−⾦融機関、証券会社、保険会社等の皆様を主な対象に− （主催）FNコ
ミュニケーションズ

2013年6⽉22⽇

「炎上」だけではない！企業のソーシャルメディア・リスク （主催）⽇本組織内弁護⼠協会（JILA）知的財産研究会 2013年5⽉31⽇
ソーシャルメディアリスクに対応した就業規則・指針・ポリシー等の情報管理態勢 （主催）⾦融財政事情研究会 2013年3⽉5⽇、14⽇
ソーシャルメディア・マーケティング個⼈情報、活⽤の注意点〜ビッグデータ時代がもたらす企業の新たなリスク〜 （主催）
経営調査研究会

2013年2⽉14⽇

「炎上」の予防と対策〜ソーシャルメディア・ポリシー策定の留意事項を中⼼に〜 （主催）⼀般社団法⼈企業研究会 2013年1⽉28⽇
クレジット取引における電⼦的媒体等を活⽤した取引にあたっての法的整理と実務上の留意事項 （主催）社団法⼈⽇本クレ
ジット協会

2013年1⽉22⽇

ソーシャルメディアがもたらす企業のリスクと対処⽅法〜「炎上」ほかトラブルのパターンと事例から、有事対応まで〜」
（主催）経営調査研究会

2012年12⽉17⽇

ソーシャルメディアでの炎上を予防する実践的対策とは （主催）エヌ・ティ・ティラーニングシステムズ 2012年11⽉8⽇
⽇本知財学会3Dコンテンツ分科会 京都フォーラム 次世代コンテンツと知的財産 （主催）⽇本知財学会 2012年10⽉20⽇
ソーシャルメディア・リスク・マネージメント〜ソーシャルメディア炎上、あなたの会社は⼤丈夫ですか？ （共催）ウエスト
ロー・ジャパン

2012年8⽉31⽇

SNS対応 （主催）医薬品企業法務研究会 2012年7⽉11⽇
ソーシャルメディアポリシー策定 社内対策セミナー （主催）⼀般社団法⼈企業研究会 2012年7⽉2⽇
ソーシャルメディアが決済に与える影響 （主催）VJA（旧称：Visa Japan） 2012年5⽉18⽇
ソーシャルメディア・ポリシー策定 社内対策セミナー （主催）⼀般社団法⼈企業研究会 2012年3⽉5⽇
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ソーシャルメディア・ポリシーの作成〜パート、アルバイト、従業員による不適切な情報発信の防⽌〜 （主催）⼀般社団法⼈
企業研究会

2011年12⽉21⽇

ソーシャルメディア・ポリシー策定 社内対策セミナー （主催）⼀般社団法⼈企業研究会 2011年11⽉28⽇
ソーシャルメディア・ポリシーの作成 （主催）経営調査研究会 2011年11⽉7⽇
名古屋⼤学⼤学院法学研究科主催シンポジウム Competition, Regulation, and Consumer Protection in Japan’s

Telecommunications （主催）情報通信経済法学研究会
2011年10⽉8⽇

ソーシャルメディア・ポリシーの策定〜パート、アルバイト、従業員による不適切な情報発信の防⽌〜 （主催）経営調査研究
会

2011年9⽉5⽇

NCB定例セミナー ソーシャルメディアが決済に与える影響 （主催）⽇本カードビジネス研究会 2011年7⽉26⽇
ソーシャルメディア活⽤における法的留意点 （主催）株式会社セミナーインフォ 2011年6⽉13⽇
SNS 、ツイッター、フェイスブックを社員、派遣、アルバイト等の従業員に利⽤させ、また、企業⾃⾝が活⽤する際の留意点
（主催）経営調査研究会

2011年6⽉3⽇

2023年10⽉4⽇ Who's Who Legal: Japan 2023

2023年4⽉20⽇ The Best Lawyers in Japan™ 2024

2022年9⽉22⽇ Who's Who Legal: Japan 2022

2022年4⽉14⽇ Best Lawyers 2023

2021年10⽉9⽇ Who's Who Legal: Japan 2021

2021年4⽉15⽇ Best Lawyers 2022

2020年9⽉1⽇ Who's Who Legal: Japan 2020

2020年4⽉9⽇ Best Lawyers 2021

2019年11⽉29⽇ Who's Who Legal: Japan 2019

2018年11⽉7⽇ Who's Who Legal: Japan 2018

2017年11⽉2⽇ Who's Who Legal: Japan 2017

2016年12⽉19⽇ ⽇本経済新聞 - 2016年に活躍した弁護⼠ランキング
2016年11⽉2⽇ Who's Who Legal: Japan 2016

2015年12⽉28⽇ ⽇本経済新聞 - 2015年に活躍した弁護⼠ランキング

弁護⼠登録（2001年）

第⼆東京弁護⼠会
経済産業省・総務省・IoT推進コンソーシアム データ流通推進WG

経済産業省・IoT推進コンソーシアム IoT推進のための新ビジネス創出基盤整備事業（IoT活⽤おもてなし実証事業）に係る規約・ルールに関する委員会及び作
業部会
経済産業省 データ契約ガイドライン検討会作業部会
著作権法学会
情報ネットワーク法学会
情報法制学会
⽇本国際知的財産保護協会 編集委員
ABAサイエンス＆テクノロジーロー・セクション、バーチャルワールド＆マルチユーザー・オンラインゲーム委員会
IBA テクノロジー委員会
IAPP（International Association of Privacy Professionals）初代共同代表

主な受賞歴主な受賞歴

資格・登録資格・登録

所属所属

使⽤⾔語使⽤⾔語
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⽇本語  英語
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